【７　子育て支援事業（幼稚園型・保育所型・地方裁量型共通）】※「審査の内容等」を自園のものに修正すること。
	基準
	審査の内容等
	適否

	第８条　認定こども園は、子育て支援事業の実施に当たっては、知事が定める事項に留意しなければならない。
	
	

	（知事が定める事項）

①　単に保護者の育児を代わって行うのではなく、教育及び保育に関する専門性を十分に活用し、子育て相談や親子の集いの場の提供等の保護者への支援を通して保護者自身の子育てを自ら実践する力の向上を積極的に支援すること。また、子育て世帯からの相談を待つだけでなく、認定こども園から地域の子育て世帯に対して働きかけていくような取組も有意義であること。
	（教育及び保育に関する専門性の十分な活用）

（保護者自身の子育てを自ら実践する力のための支援）
・保護者別に個別対応し、教育及び保育のプロとして対応している。

（教育・保育相談事業以外の事業の実施）

（地域の人材や社会資源の活用）
・園行事等に地域住民も参加

（親子の集いの場を週３日以上開設する等の保護者が利用可能な体制の確保）
・要望に応じて、集いの場も設けることを検討中
●延長保育

・事業実施日：開園日の保育時間後（18：00～19：00）

・実施場所：こども園内（受付方法：口頭・電話）

・対象者：長時間保育利用園児
●預かり保育
・事業実施日：開園日の保育時間前（7：00～8：30）

　　　　　　　開園日の保育時間後（14：00～16：00）

・実施場所：こども園内

・対象者：短時間保育利用園児

●一時保育
・事業実施日：開園日の保育時間（8：00～16：00）

・実施場所：こども園内

・対象者：未就園児

●園庭開放
・事業実施日：開放日は別途指定（回数等は未定）
・実施場所：園庭（雨天時：園内）
・対象者：未就園児の親子・地域住民
	

	②　子育て支援事業としては、必須事業である教育・保育相談事業のほか、親子の集いの場の提供、家庭における養育が一時的に困難となった子どもに対する保育の提供等多様な事業が考えられるが、例えば親子の集う場を週３日以上開設する等保護者が利用を希望するときに利用可能な体制を確保すること。
	
	

	③　子どもの教育及び保育に従事する者が研修等により子育て支援に必要な能力を涵養し、その専門性と資質を向上させていくとともに、地域の子育てを支援するボランティア、ＮＰＯ、専門機関等と連携する等様々な地域の人材や社会資源を活かしていくこと。
	（職員の資質向上）
●教育及び保育、認定子ども園に関する外部研修への参加を予定。
必要部分については他の職員への伝達講習を実施。


	

	２　子育て支援事業には、教育・保育相談事業（法第２条第12項に規定する地域の子どもの養育に関する各般の問題につき保護者からの相談に応じ必要な情報の提供及び助言を行う事業であって主務省令で定めるもののうち知事が定めるものをいう。次項において同じ。）が含まれていなければならない。

（知事が定めるもの）

条例第８条第２項に規定する教育・保育相談事業とは、認定こども園の職員が、子どもの養育に関する各般の問題について、地域の保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う事業をいう。
	（教育・保育相談事業の実施）
●教育・保育相談事業

・事業実施日：開園日の保育時間に実施

・実施場所：保育園内及び幼稚園内（受付方法：口頭・電話）

・対象者：保育園児・幼稚園児・未就園児の親子・地域住民


	

	３　教育・保育相談事業は、原則として、認定こども園のすべての開園日において実施されなければならない。
	（教育・保育相談事業の実施日数）
●開園日の保育時間に実施。
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